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　 16　愛
媛県
特別
会計
条例
の施
行に
関す
る事
務及
び県
営林
経営
に関
する
事務

１～３　省略 　 　

４　競争入札等参加者名簿の作
成

○

　 　

５　省略 　 　

６　省略 　 　

　 　

７　省略 　 　

　 　

８　省略 　 　

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

漁
政
課

１～４
省略

５　 漁
業近
代化
資金
融通
法の
施行
に関
する
事務

　 １　省略

２　省略

　 　 　

６～９
省略

　 10 愛
媛県
農林
漁業
共同
化資
金の
融通
に関
する
条例
の施
行に
関す
る事
務　
（ 漁
政課
以外
の課
で当
該事
務を
処理
する
場合
を除
く。）

１・２　省略

　 ３　融資適格の承認 　 　 　 ○

　 　 　

　 　 　

11・12
省略

　

　

　 16　愛
媛県
特別
会計
条例
の施
行に
関す
る事
務及
び県
営林
経営
に関
する
事務

１～３　省略 　 　

４　指名業者の選定 ○

５　県営林地の一時的使用の承
認

○

６　支障木の除去及び補償 　 　 ○

７　省略 　 　

８　省略 　 　

９　県営林看守人の指揮監督 　 　 ○

10　省略 　 　

11　県営林事業執行に伴う許可
申請、届出、協議等の手続

　 　 ○

12　省略 　 　

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

漁
政
課

１～４
省略

５　 漁
業近
代化
資金
融通
法の
施行
に関
する
事務

１　融資機関との利子補給契約
（愛媛県漁業近代化資金利子
補給規程第３条）

○

　 ２　省略

３　省略

　 　 　

６～９
省略

　 10 愛
媛県
農林
漁業
共同
化資
金の
融通
に関
する
条例
の施
行に
関す
る事
務　
（ 漁
政課
以外
の課
で当
該事
務を
処理
する
場合
を除
く。）

１・２　省略

　 ３　融資適格の承認 　 　 　 　

　 ⑴　知事が特に必要と認めた
資金

　 　 ○

　 ⑵　⑴以外のもの 　 　 ○

11・12
省略

　 13　輸
出水
産業
の振
興に
関す
る法

１　事業場の登録（第３条第１
項）

○

２　届出に係る措置（第３条の
４）

○

　 ３　登録の取消し及び事業の停
止命令（第４条第１項）

○
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組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

漁
港
課

１　 省
略
２　 愛
媛県
漁港
管理
条例
の施
行に
関す
る事
務

１～４　省略

　
５　省略 　
６　省略 　
７　省略 　
８　省略 　
９　省略

10　省略

11　省略

３・ ４
省略

別表第８（第４条関係）
　　知事の権限に属する土木部関係事務に係る特定決裁事項

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

土
木
管
理
課
　
　
　

１　 建
設業
法の
施行
に関
する
事務

　
　
　

１　建設業の許可に関するこ
と。

　 　 　 　

⑴　省略

⑵　省略

⑶　省略

⑷　省略

　 　 ⑸　省略

　 　 ⑹　省略

　 　 ⑺　省略

　 　 ⑻　省略

　 　 ⑼　省略

　 　 ２　経営事項審査に関すること。 　 　 　 　

　 　 ⑴　経営規模等評価の申請の
時期及び方法等の決定（　

　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　建設業法施行規則
（以下この項において「省
令」という。）第19条の６
第１項　　　 　　　　　　
　　　　　　　）

○

　 　 ⑵　総合評定値の請求の時期
及び方法等の決定（　　　
　　　省令第21条の２第１
項　　　　）

○

　 　 ⑶　省略 　 　 　

　 ２　 浄
化槽
法の
施行
に関
する
事務

１　浄化槽工事業者の登録の取
消し及び事業の停止命令（第
32条第２項、第３項）

○

　

　律の
施行
に関
する
事務

４　必要な措置の命令（第４条
第２項）

○

５　事業場の改善の勧告（第６
条）

○

６　報告の徴収（第30条第１項） ○

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

漁
港
課

１　 省
略
２　 愛
媛県
漁港
管理
条例
の施
行に
関す
る事
務

１～４　省略

５　使用の許可等（第10条） ○ 　
６　省略 　
７　省略 　
８　省略 　
９　省略 　
10　省略

11　省略

12　省略

３・ ４
省略

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

土
木
管
理
課
　
　
　

１　 建
設業
法の
施行
に関
する
事務

　
　
　

１　建設業の許可に関するこ
と。

　 　 　 　

⑴　建設業の新規の許可（第
３条、第５条、第７条、第
15条）

○

⑵　許可の拒否（第８条） ○
⑶　省略

⑷　省略

⑸　省略

⑹　省略

　 　 ⑺　省略

　 　 ⑻　省略

　 　 ⑼　省略

　 　 ⑽　省略

　 　 ⑾　省略

　 　 ２　経営事項審査に関すること。 　 　 　 　

　 　 ⑴　経営規模等評価　　　　
　　　　　　　　　  　（第
27条の26第１項、第２項、
第４項、第27条の27、第27
条の28、建設業法施行規則
（以下この項において「省
令」という。）第19条の６、
第20条第２項、第３項、第
５項、第21条）

○

　 　 ⑵　総合評定値の通知　　　
　　　　　　　　（ 第27条
の29、省令第21条の２第１
項、第３項）

○

　 　 ⑶　省略 　 　 　

　 ２　 浄
化槽
法の
施行
に関
する
事務

１　浄化槽工事業者の登録に関
すること。　　　　　　　　
　　　　　　　　

　 ⑴　登録の申請の受理（県外
に主たる事務所を有する浄
化槽工事業者に係るものに
限る。）（第22条）

○
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３・ ４
省略

　 ５　 建
設工
事統
計調
査要
綱の
施行
に関
する
事務

１　建設工事受注動態統計調査 　 　 　 ○

　 ２　建設工事施工統計調査 　 　 　 ○

　 ６　 砂
利採
取法
の施
行に
関す
る事
務

　

　 １　省略

　

　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　 ２　省略 　 　 　

　 ７　 採
石法
の施
行に
関す
る事
務

　

　 １　省略

　

　

　

　 　

　 　 ⑵　登録に係る措置（第23条
第１項、第２項、第24条）

○

　 　 ⑶　登録簿の閲覧及び謄本の
交付（第23条第３項）

○

　 　 ⑷　変更の届出の受理（県外
に主たる事務所を有する浄
化槽工事業者に係るものに
限る。）（第25条）

○

　 　 ⑸　変更の届出に係る措置
（第25条第２項）

○

　 　 ⑹　廃業等の届出の受理（県
外に主たる事務所を有する
浄化槽工事業者に係るもの
に限る。）（第26条）

○

　 　 ⑺　登録の抹消（第27条） ○

　 　 ⑻　登録の取消し及び事業の
停止命令（第32条第２項、
第３項）

○

　 　 ２　特例浄化槽工事業者の届出
に関すること（県外に主たる
事務所を有する特例浄化槽工
事業者に係るものに限る。）。

　 　 ⑴　浄化槽工事業の開始、変
更又は廃止の届出の受理
（第33条第３項）

○

３・ ４
省略

　 ５　 建
設工
事統
計調
査要
綱の
施行
に関
する
事務

１　公共工事着工統計調査 　 　 　 ○

　 ２　建設工事施行統計調査 　 　 　 ○

　 ６　 砂
利採
取法
の施
行に
関す
る事
務

１　砂利採取業者の登録（第３
条）

○

　 ２　変更登録の届出の受理（第
10条）

○

　 ３　省略

　 ４　採取計画の認可（第16条） ○

　 ５　採取計画の変更認可（第20
条）

○

　 　 ６　採取計画の変更命令（第22
条）

○

　 　 ７　採取に伴う災害防止のため
の措置命令等（第23条）

○

　 　 ８　認可の取消し及び採取の停
止命令（第26条）

○

　 　 ９　採取場、事務所等への立入
検査（第34条第２項）

○

　 　 10　市町長からの災害防止に
関する要請に基づく調査措置
（第37条）

○

　 　 11　省略 　 　 　

　 ７　 採
石法
の施
行に
関す
る事
務

１　採石業者の登録（第32条） ○

　 ２　変更登録の届出の受理（第
32条の７）

○

　 ３　省略

　 ４　採取計画の認可（第33条） ○

　 ５　採取計画の変更認可（第33
条の５）

○

　 ６　認可に関する市町長の意見
聴取（第33条の６）

○

　 　 ７　採取計画の変更命令（第33
条の９）

○
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　 　 10　省略

　 　

　 　

８　 省
略

　 ９　 建
設工
事に
係る
資材
の再
資源
化等
に関
する
法律
の施
行に
関す
る事
務

　

　

　

　

　

　

　

　 　

　 　 １　省略

　 　 ２　省略

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

河
川
課

１　 河
川法
の施
行に
関す
る事
務

　
　

１～４　省略 　 　 　

　 　 ５　流水の占用の許可　　　　
　　（第23条）

○

　 　

　 　

　 　 ６　河川区域内の土地の占用及
び工作物の新築、改築等の許
可並びに国等の協議に対する
同意（第24条、第26条、第95条）

　 ○ 　 　

　 　

　 　

　 　 ８　認可の取消し及び採取の停
止命令（第33条の12）

○

　 　 ９　災害防止のための措置命令
等（ 第33条 の13、 第33条 の
17）

○

　 　 10　省略

　 　 11　採取場、事務所等への立入
検査（第42条）

○

　 　 12　市町長からの災害防止に
関する要請に基づく調査措置
（第33条の14）

○

８　 省
略

　 ９　 建
設工
事に
係る
資材
の再
資源
化等
に関
する
法律
の施
行に
関す
る事
務

１　解体工事業者の登録に関す
ること。

　 ⑴　登録の申請の受理（県外
に主たる事務所を有する解
体工事業者に係るものに限
る。）（第22条第１項）

○

　 ⑵　登録の実施（第23条） ○

　 ⑶　登録の拒否（第24条） ○

　 ⑷　変更の届出の受理（県外
に主たる事務所を有する解
体工事業者に係るものに限
る。）（第25条第１項）

○

　 ⑸　変更の届出に係る登録
（第25条第２項）

○

　 ⑹　登録簿の閲覧（第26条） ○

　 ⑺　廃業等の届出の受理（県
外に主たる事務所を有する
解体工事業者に係るものに
限る。）（第27条第１項）

○

　 　 ⑻　登録の抹消（第28条） ○

　 　 ２　省略

　 　 ３　省略

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

河
川
課

１　 河
川法
の施
行に
関す
る事
務

　
　

１～４　省略 　 　 　

５　兼用工作物の工事等の協議
（第17条）

○

６　工事原因者に対する工事の
施行命令（第18条）

○

７　付帯工事の施行（第19条） ○

８　河川管理者以外の者の施行
する工事の承認に関すること
（第20条）。

⑴　工事等の面積1,000平方
メートルを超えるもの

○

　 　 ９　流水の占用の許可に関する
こと（第23条）

　 　 ⑴　新規流水の占用及びこれ
に係る占用等の許可

○

　 　 ⑵　国土交通大臣の認可又は
承認を要するもの

○

　 　 10　河川区域内の土地の占用及
び工作物の新築、改築等の許
可並びに国等の協議に関する
こと（第24条、第26条、第95
条）。

　 　 　 　

　 　 ⑴　占用期間１年を超えるも
の

○ 　 　

　 　 ⑵　１件の占用面積1,000平方
メートルを超えるもの

○ 　 　
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　 　 ７　河川区域内の　　　　　　
　土地の掘削等の許可　　　
　　　　（第27条）　　　　

○ 　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　 ８　省略 　 　 　

　 　 ９　省略 　 　 　

　 　 10　省略 　 　 　

　 　 11　省略

12　河川管理上支障を及ぼすお
それのある行為の許可（政令
第16条の８第１項）

○

13　承継の届出の受理（政令第
16条の９第３項）

○

14　指定の際の届出を要する行
為を行つているものからの届
出の受理（政令第16条の10第
２項）

○

　 　 15　省略 　

16　権利の譲渡の承認（第34条
第１項）

○

　 　 17～20　省略 　

　 　 21　渇水時における水利使用の
承認（第53条の２第１項）

○ 　

　 　 22　水利使用終了の届出の受理
（第53条の２第２項）

○ 　

　 　 23　水利使用終了の承認の取消
し（第53条の２第３項）

○ 　

　 　 24　省略 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　

　 　 25　省略 　 　

　 　

　 　

　 　 26　省略 　 　 　

　 　 27　省略 　 　 　

　 　 28　省略 　 　 　

　 　 29　省略 　 　 　

　

　

　

　

　

　 　 ⑶　面積を単位としないもの
で１件の占用料10,000円を
超えるもの

○ 　 　

　 　 11　河川区域内の土石の採取及
び土地の掘削等の許可に関す
ること（第25条、第27条）。

　 　 　

　 　 ⑴　土石等の１件の採取量
10,000立方メートルを超え
るもの

○ 　 　

　 　 ⑵　土石等以外の河川産出物
の徴収額50万円を超えるも
の

○ 　 　

　 　 ⑶　掘削又は切土の量10,000
立方メートルを超えるもの

○ 　 　

　 　 ⑷　盛土の土量1,000立方メー
トルを超えるもの

○ 　 　

　 　 12　省略 　 　 　

　 　 13　省略 　 　 　

　 　 14　省略 　 　 　

　 　 15　省略

　 　 16　省略 　

　 　 17～20　省略 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 21　省略 　 　 　

　 　 22　河川保全区域における行為
の許可に関すること（第55
条）。

　 　

　 　  ⑴　工作物の新築又は改築 ○ 　 　

　 　 23　省略 　 　

　 　 24　河川予定地における行為の
許可に関すること（第57条）。

　 　

　 　 ⑴　工作物の新築又は改築 ○ 　 　

　 　 25　省略 　 　 　

　 　 26　省略 　 　 　

　 　 27　省略 　 　 　

　 　 28　省略 　 　 　

　 ２　 愛
媛県
河川
流水
占用
料等
徴収
条例
の施
行に
関す
る事
務

１　流水占用料等の徴収及び減
免に関すること（第１条、第
３条）。

　 　

　 ⑴　占用期間６月を超えるも
の

○ 　 　

　 ⑵　１件の占用面積1,000平方
メートルを超えるもの

○ 　 　

　 ⑶　面積を単位としないもの
で１件の占用料5,000円を超
えるもの

○ 　 　

　 ⑷　土石等の１件の採取量
10,000立方メートルを超え
るもの

○ 　 　
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２　 公
有水
面埋
立法
の施
行に
関す
る事
務

１～６　省略 　 　 　

７　省略

８　省略

９　省略

10　省略

11　省略

12　省略

13　省略

　

　 14　省略

　 15　省略

　 16　省略

　 17　省略

　 18　省略

　 19　省略

　 20　省略

３　 水
防法
の施
行に
関す
る事
務

１　省略

２　水防活動に関すること。 　 　 　 　

⑴～⑻　省略 　 　 　 　

３　省略 　

４　省略 　

４　 省
略

　

５　 省
略

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

港
湾
海
岸
課

１　 港
湾法
の施
行に
関す
る事
務

１　省略

２　省略

３　省略

４　省略

５　省略

６　省略

７　省略

　 ⑸　土石等以外の河川産出物
の徴収額50万円を超えるも
の

○ 　 　

３　 公
有水
面埋
立法
の施
行に
関す
る事
務

１～６　省略 　 　 　

７　他人の土地への立入り又は
一時使用の許可（第14条）

○

８　省略

９　省略

10　省略

11　省略

12　省略

13　省略

14　省略

　 15　埋立工事施行区域内にある
物件の除却命令（第31条）

○

　 16　省略

　 17　省略

　 18　省略

　 19　省略

　 20　省略

　 21　省略

　 22　省略

４　 砂
利採
取法
の施
行に
関す
る事
務

１　砂利採取場の全部又は一部
が河川の区域内にあるときの
第16条、第20条第１項及び第
43条の規定による権限に関す
ること。

⑴　１件の採取量10,000立方
メートルを超えるもの

○ 　 　

⑵　 掘 削 又 は 切 土 の 土 量
10,000立方メートルを超え
るもの

○ 　 　

⑶　盛土の土量1,000立方メー
トルを超えるもの

○ 　 　

５　 水
防法
の施
行に
関す
る事
務

１　省略

２　水防活動に関すること。 　 　 　 　

⑴～⑻　省略 　 　 　 　

⑼　水防管理者等への指示
（第30条）

○

３　指定水防管理団体の水防計
画の協議（第32条第２項）

○

４　省略 　

５　省略 　

６　 省
略

　

７　 省
略

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

港
湾
海
岸
課

１　 港
湾法
の施
行に
関す
る事
務

１　省略

２　港湾区域及び港湾隣接地域
内の工事等の許可（第37条）

○

３　省略

４　省略

５　臨港地区内における行為の
届出（第38条の２）

○

６　省略

７　省略

８　省略

９　省略
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２　 公
有水
面埋
立法
の施
行に
関す
る事
務

１～７　省略

８　省略

９　省略

10　省略

11　省略

12　省略

13　省略

14　省略

15　省略

16　省略

17　省略

18　省略

19　省略

20　省略

21　省略

３　 海
岸法
の施
行に
関す
る事
務

１～３　省略　

４　省略

４　省
略

５　省
略

10　水域施設等の建設又は改良
（第56条の３）

○

11　監督処分（第56条の４） ○

２　 愛
媛県
港湾
管理
条例
の施
行に
関す
る事
務

１　港湾施設の占用許可（第５
条）

○

２　権利譲渡等の禁止（第７条） ○

３　許可の取消し等（第８条） ○

４　原状回復義務命令（第９条） ○

５　占用料、使用料又は土砂採
取料の決定（第９条の２、第
10条）

○

６　占用料、使用料又は土砂採
取料の減免及び還付（第11条、
第12条）

○

７　過怠金の徴収（第12条の２） ○

８　過料に処すること（第13
条）。

○

３　 公
有水
面埋
立法
の施
行に
関す
る事
務

１～７　省略

８　他人の土地への立入り又は
一時使用の許可（第14条）

○

９　省略

10　省略

11　省略

12　省略

13　省略

14　省略

15　省略

16　埋立工事施行区域内にある
物件の除却命令（第31条）

○

17　省略

18　省略

19　省略

20　省略

21　省略

22　省略

23　省略

４　 海
岸法
の施
行に
関す
る事
務

１～３　省略

４　海岸保全区域及び一般公共
海岸区域の占用許可（第７条、
第37条の４）

○

５　海岸保全区域及び一般公共
海岸区域における行為の許可
（第８条、第37条の５）及び
監督処分（第12条、第37条の
８）

○

６　海岸管理者以外の者の施行
する工事の承認及び協議（第
13条）

○

７　兼用工作物の工事の施行及
び保全施設維持の協議（第15
条）

○

８　海岸保全施設に対する措置
命令（第21条）

○

９　省略

10　過料に処すること（愛媛
県海岸占用料等徴収条例第６
条）

○

５　省
略

６　省
略



第1950号外４平成20年３月31日

68

愛 　 媛 　 県 　 報

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

砂
防
課

１　 砂
防法
の施
行に
関す
る事
務

１　省略

２　指定地の管理に関するこ
と。

⑴　省略

⑵　省略

２　 地
すべ
り等
防止
法の
施行
に関
する
事務

１　省略

２　区域の管理に関すること。

⑴　省略

３　監督処分に関すること。

⑴　省略

３　 急
傾斜
地崩
壊に
よる
災害
の防
止に
関す
る法
律の
施行
に関
する
事務

１　省略

４　 愛
媛県
砂防
指定
地管
理条
例の
施行
に関
する
事務

１　省略

２　省略

５　 土
砂災
害警
戒区
域等
にお
ける
土砂

１・２　省略

３　土砂災害特別警戒区域（以
下この項において「特別警戒
区域」という。）に関すること。

⑴～⑶　省略

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

砂
防
課

１　 砂
防法
の施
行に
関す
る事
務

１　省略

２　指定地の管理に関するこ
と。

⑴　市町に対する砂防工事の
施行及び砂防設備の維持命
令（第７条）

○

⑵　原因行為者に対する砂防
工事の施行及びその砂防設
備の維持命令（第８条）

○

⑶　省略

⑷　省略

２　 地
すべ
り等
防止
法の
施行
に関
する
事務

１　省略

２　区域の管理に関すること。

⑴　省略

⑵　大臣又は知事以外の者が
施行する工事の承認（第11
条）

○

⑶　兼用工作物の工事の施行
及び工作物を維持させる場
合の協議（第13条）

○

⑷　工事原因者に対する工事
施行の命令（第14条）

○

⑸　地すべり防止工事に伴う
損失補償の協議及び収用委
員会への裁決の申請（第17
条）

○

３　監督処分に関すること。

⑴　関連事業計画概要の作成
及び市町への勧告（第24条）

○

⑵　省略

３　 急
傾斜
地崩
壊に
よる
災害
の防
止に
関す
る法
律の
施行
に関
する
事務

１　省略

２　損失補償に関すること。

⑴　急傾斜地崩壊防止工事に
伴う損失補償の協議及び収
用委員会への裁決申請（第
18条）

○

４　 愛
媛県
砂防
指定
地管
理条
例の
施行
に関
する
事務

１　省略

２　砂防設備の占用の許可及び
変更の許可並びに協議（占用
期間が１年を超え、かつ、占
用面積が1,000平方メートルを
超えるものに限る。）（第５条
第１項、第６条、第７条第２
項、第８条第１項）

○

３　監督処分（第15条） ○

４　原状回復の指示等（第16条） ○

５　省略

５　 土
砂災
害警
戒区
域等
にお
ける
土砂

１・２　省略

３　土砂災害特別警戒区域（以
下この項において「特別警戒
区域」という。）に関すること。

⑴～⑶　省略

⑷　移転等の勧告（第25条第
１項）

○



第1950号外４平成20年３月31日

69

愛 　 媛 　 県 　 報

　災害
防止
対策
の推
進に
関す
る法
律の
施行
に関
する
事務

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

道
路
維
持
課

１　 道
路法
の施
行に
関す
る事
務

１　省略

２　道路の管理に関すること。

⑴～⑸　省略

⑹　省略

⑺　省略

３～７　省略

２～４
　省略

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

都
市
計
画
課

１　省
略

２　 国
土利
用計
画法
の施
行に
関す
る事
務

１～15　省略

16　省略

17　省略

18　省略

19　省略

20　省略

21　省略

22　省略

23　省略

24　省略

25　省略

26　省略

　災害
防止
対策
の推
進に
関す
る法
律の
施行
に関
する
事務

⑸　土地の取得についてのあ
つせん等の措置（第25条第
２項）

○

４　特定開発行為等に関するこ
と。

⑴　許可及び変更の許可（第
９条第１項、第15条、第16
条第１項）

○

⑵　既着手の場合の届出の受
理（第13条第１項）

○

⑶　既着手の場合の届出をし
た者に対する助言又は勧告
（第13条第２項）

○

⑷　軽微な変更の届出の受理
（第16条第３項）

○

⑸　対策工事等の完了の届出
の受理（第17条第１項）

○

⑹　対策工事等の完了の検査
及び検査済証の交付（第17
条第２項）

○

⑺　対策工事等の完了の公告
（第17条第３項）

○

⑻　対策工事等の廃止の届出
の受理（第19条）

○

⑼　監督処分（第20条） ○

⑽　立入検査（第21条） ○

⑾　報告の徴収等（第22条） ○

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

道
路
維
持
課

１　 道
路法
の施
行に
関す
る事
務

１　省略

２　道路の管理に関すること。

⑴～⑸　省略

(6)　工事原因者に対する工事
施行命令（第22条）

○

⑺　省略

⑻　省略

３～７　省略

２～４
　省略

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

都
市
計
画
課

１　省
略

２　 国
土利
用計
画法
の施
行に
関す
る事
務

１～15　省略

16　規制区域内の地価の動向及
び土地取引の状況の調査（第
12条第10項）

○

17　省略

18　省略

19　省略

20　省略

21　省略

22　省略

23　省略

24　省略

25　省略

26　省略

27　省略
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27　省略

28　省略

29　省略

30　省略

31　省略

32　省略

33　省略

34　省略

35　省略

36　省略

37　省略

38　省略

39　省略

40　省略

41　省略

42　省略

43　省略

44　省略

45　省略

３　 省
略

４　 愛
媛県
屋外
広告
物条
例の
施行
に関
する
事務

１・２　省略

３　省略

４　省略

５　省略

６　省略

５・６
　省略

７　 都
市計
画法
の施
行に
関す
る事
務

１～９　省略

10　市街化調整区域に係る第34
条第14号に規定する開発行為
の許可に関すること（第29条
第１項）。

⑴・⑵　省略

11　省略

12　開発行為の協議に係る合意
（第34条の２第１項）

○

28　省略

29　省略

30　省略

31　省略

32　省略

33　省略

34　省略

35　省略

36　注視区域内又は監視区域内
の地価の動向及び土地取引の
状況の調査（第12条第10項、
第27条の３第３項、第27条の
６第３項）

○

37　省略

38　省略

39　省略

40　省略

41　監視区域内での土地売買等
の契約及び当該契約に係る土
地の利用についての報告の徴
収（第27条の９）

○

42　省略

43　省略

44　省略

45　省略

46　省略

47　省略

48　省略

３　 省
略

４　 愛
媛県
屋外
広告
物条
例の
施行
に関
する
事務

１・２　省略

３　広告物を表示する者等に対
する指導、助言及び勧告（第
29条）

○

４　省略

５　省略

６　省略

７　省略

５・６
　省略

７　 都
市計
画法
の施
行に
関す
る事
務

１～９　省略

10　市街化調整区域に係る第34
条第10号に規定する開発行為
の許可に関すること（第29条
第１項）。

⑴・⑵　省略

11　省略

12　開発行為の変更の許可（知
事が許可した開発行為に係る
ものに限る。）（第35条の２第
１項）

○

13　開発行為の軽微な変更の届
出の受理（知事が許可した開
発行為に係るものに限る。）
（第35条の２第３項）

○

14　開発行為の廃止の届出の受
理（知事が許可した開発行為
に係るものに限る。）（第38条）

○

15　開発許可を受けた土地に
おける予定建築物以外の建築
物の建築の許可（知事が許可
した開発行為に係るものに限
る。）（第42条第１項ただし書）

○
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13　開発許可を受けた土地以外
の土地における建築等の許可
（第43条第１項）

○

14　建築物等の新築等の協議に
係る合意（第43項第３項）

○

15　省略

16　省略

17　省略

18　省略

19　省略

20　省略

８～11
　省略

12　宅
地造
成等
規制
法の
施行
に関
する
事務

１～５　省略

６　造成宅地防災区域の指定等
（第20条）

○

13・14
　省略

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

建
築
住
宅
課

１　 建
築基
準法
の施
行に
関す
る事
務

１　省略

⑴　省略 

⑵　建築審査会に対する諮問
に係る措置（第３条第１項
第３号、第４号、第42条第
６項、第43条第１項、第44
条第１項第２号、第２項、
第46条第１項、第47条、第
48条第14項、第52条第15項、
第53条第７項、第53条の２
第４項、第55条第４項、第
56条の２第１項、第57条の
４第２項、第59条第５項、
第59条の２第２項、第60条
の２第７項、第67条の２第
10項、第68条第６項、第68
条の３第５項、第68条の５
の２第３項、第68条の７第
２項、第６項、第86条第５
項、第86条の２第５項）

○

２　違反建築物の措置等に関す
ること。

⑴　違反建築物に対する措置
（第９条第４項、第５項、
第８項、第９項、第11項、
第９条の３）

○

⑵　保安上危険又は衛生上有
害である建築物に対する措
置（第９条第４項、第５項、
第８項、第９項、第11項、
第10条第４項）

○

16　開発許可を受けた土地にお
ける建築等の制限で国が行う
行為についての協議（知事が
許可した開発行為に係るもの
に限る。）（第42条第２項）

○

17　政令第36条第１項第３号ホ
に規定する建築物に係る許可
（第43条第１項）

○

18　省略

19　省略

20　省略

21　省略

22　省略

23　省略

24　監督処分（第81条第１項、
第４項）

○

25　監督処分のための立入検査
（第82条第１項）

○

８～11
　省略

12　宅
地造
成等
規制
法の
施行
に関
する
事務

１～５　省略

13・14
　省略

組　

織　

名

事務の
種　類 事　　　　　項

決裁区分
知　
　

事

専決者
部
長

局
長

課
長

建
築
住
宅
課

１　 建
築基
準法
の施
行に
関す
る事
務

１　省略

⑴　省略 

⑵　建築審査会に対する諮問
に係る措置（第３条第１項
第３号、第４号、第42条第
６項　　　　　　　、第44
条第２項　  　　　　　　、
第46条第１項、第47条、第
48条第13項、第52条第９項、
第54条の２第１項２号　　
　　　、第55条第４項、第
56条の２第１項　　　　　
　　　　、 第59条 第 ５ 項、
第59条の２第２項、第68条
の４第５項　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　、第68条の５
第３項　　、第68条の７第
２項、第６項　　　　　　
　　　　　　　　　　）

○

２　違反建築物の措置　に関す
ること。

⑴　違反建築物に対する措置
（第９条　  　　　　　　　
　　　　　　　　　　　、
第９条の３）

○

⑵　保安上危険又は衛生上有
害である建築物に対する措
置（第10条  　 　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　)

○
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⑶　省略

⑷　定期報告対象の指定（第
12条第１項、第３項）

○

⑸　報告、検査等（第12条第
５項、第６項）

○

３　建築物の敷地、構造及び建
築設備に関すること。
⑴　省略

⑵　構造計算適合性判定に係
る専門的識見者に対する意
見の聴取 ( 第６条第７項、
第６条の２第４項、第18条
第６項 ) 

○

⑶　構造計算適合性判定結果
通知書及び期間延長通知書
の交付 ( 第６条第８項、第
９項、第６条の２第５項、
第６項、第18条第７項、第
８項 ) 

○

⑷　特定工程等の指定（第７
条の３第１項第２号、第６
項）

○

⑸　省略

⑹　省略

⑺　省略

⑻　特定行政庁等に対する指
示等（第17条第３項、第10
項）

○

⑼　敷地と道路との関係の特
例許可（第43条第１項）

○

⑽　道路内の建築制限許可及
び認定（第44条第１項第２
号から第４号まで）

○

⑾　私道の変更又は廃止の禁
止及び制限に係る措置（第
９条　　　　第４項、第５
項、第45条）

○

⑿　省略

⒀　省略

⒁　用途地域等内の建築制限
許可（第48条　 　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　）

○

⒂　省略

⒃　容積率　　 　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
の制限許可（第52条第10項、
第11項、第14項）

○

⒄　建ぺい率の制限許可（第
53条第４項、第５項第３号）

○

⒅　敷地面積の最低限度の制
限許可（第53条の２第１項
第３号、第４号）

○

⒆　第１種低層住居専用地域
及び第２種低層住居専用地
域　　　　　　　　　　　
　における建築物の高さの
制限の緩和認定及び許可
（第55条第２項、第３項）

○

⑶　省略

⑷　報告、検査等（第12条　
　　　　　　）

○

３　建築物の敷地、構造及び建
築設備に関すること。
⑴　省略

⑵　省略

⑶　省略

⑷　省略

⑸　特定行政庁等に対する指
示等（第17条第３項　　　
　）

○

⑹　道路内の建築制限許可　
　　　（第44条　  　　　　
　　　　　　　　）

○

⑺　私道の変更又は廃止の禁
止及び制限に係る措置（第
９条第２項、第４項、第５
項、第45条）

○

⑻　省略

⑼　省略

⑽　用途地域　内の建築制限
許可（第48条、都市計画法
及び建築基準法の一部を改
正する法律（平成４年法律
第82号）附則第４条の規定
によりなおその効力を有す
るものとされる同法第２条
の規定による改正前の建築
基準法（以下この項におい
て「旧法」という。）第48条）

○

⑾　省略

⑿　延べ面積の敷地面積に対
する割合（以下この項にお
いて「容積率」という。）
の制限許可（第52条第６項
から第８項まで）

○

⒀　第１種低層住居専用地域
及び第２種低層住居専用地
域内における容積率の制限
許可（第54条の２第１項）

○

⒁　第１種低層住居専用地域
及び第２種低層住居専用地
域又は第１種住居専用地域
内における建築物の高さの
制限許可　　　　　　　　
　（第55条、旧法第55条　）

○
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⒇　日影による中高層建築物
の高さの制限許可（第56条
の２第１項ただし書）

○

21　高架の工作物内に設ける
建築物等に対する高さの制
限に係る適用除外の認定
（第57条第１項）

○

22　特例容積率の限度の指定
及び取消し（第57条の２第
３項、第４項、第57条の３
第２項、第３項）

○

23　特例容積率適用地区にお
ける建築物の高さの制限許
可（第57条の４第１項）

○

24　省略

25　省略

26　都市再生特別地区におけ
る制限許可（第60条の２第
１項第３号）

○

27　特定防災街区整備地区に
おける制限許可（第67条の
２第３項第２号、第５項第
２号、第９項第２号）

○

28　景観地区における制限許
可及び認定（第68条第１項
第２号、第２項第２号、第
３項第２号、第５項）

○

29　再開発等促進地区等の制
限の緩和認定及び許可（第
68条の３第１項から第４項
まで）

○

30　地区計画等区域内におけ
る容積率の特例認定（第68
条の４　　　）

○

31　特定建築物地区整備計画
等の区域の建築物の容積率
の特例（第68条の５の２）

○

32　地区計画等区域内におけ
る建築物の高さの制限許可
（第68条の５の３第２項）

○

33　地区計画等区域内におけ
る容積率及び建築物の高さ
の制限の特例認定（第68条
の５の５）

○

34　地区計画等区域内におけ
る建築面積の特例認定（第
68条の５の６）

○

35　省略

36　省略

⒂　自影による中高層建築物
の高さの制限許可（第56条
の２　　　　　　　）

○

⒃　高架の工作物　に設ける
建築物等に対する高さの制
限に係る適用除外の認定
（第57条第１項）

○

⒄　省略

⒅　省略

⒆　地区計画　区域内におけ
る容積率の特例認定（第68
条の３第１項）

○

⒇　住宅地高度利用地区計画
区域内の制限に係る適用除
外の認定及び許可（第68
条の４第１項から第４項ま
で）

○

21　再開発地区計画区域内の
制限に係る適用除外の認定
及び許可（第68条の５第１
項、第２項）

○

22　省略

23　省略

24　建築協定に係る措置（第
73条第１項、第２項、第74
条、第74条の２第２項、第
３項、第76条、第76条の３
第２項、第３項、第５項）

○

25　被災市街地における建築
制限（第84条）

○

26　災害があつた場合におい
て建築する仮設建築物に対
する特例許可（第85条第３
項）

○
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37　総合的設計による一団地
の建築物の措置（第86条、
第86条の２第１項から第３
項まで、第６項、第86条の
５第１項、第４項、第86条
の６第２項）

○

38　全体計画の認定及び取消
し等（第86条の８第１項、
第３項から第６項まで）

○

39　工事中の特殊建築物等に
対する措置（第９条第４項、
第５項、第８項、第９項、
第11項、第90条の２第２項）

○

４　区域等の指定及び数値等の
決定等に関すること。

⑴　建築物の確認の申請除外
区域の指定（第６条第１項
第４号）

○

⑵　建築物の確認の申請を要
する区域の指定（第６条第
１項第４号）

○

⑶　防火地域等以外の市街地
の区域の指定及び意見の聴
取（第22条）

○

⑷　地方の気候等により必要
と認める区域の指定（第42
条第１項）

○

⑸　計画道路の指定（第42条
第１項第４号）

○

⑹　道路とみなす道の指定
（第42条第２項、第４項）

○

⑺　避難及び通行の安全上支
障がないことの認定（第42
条第２項）

○

⑻　水平距離の指定（第42条
第３項）

○

⑼　用途地域の指定のない区
域等における建築物に係る
容積率等の区域の指定及び
数値の決定（第52条第１項
第６号、第２項第３号、第
53条第１項第６号）

○

⑽　第１種中高層住居専用地
域等における区域の指定
（第52条第２項第２号）

○

⑾　一定の住居系建築物の容
積率緩和に係る区域の指定
及び数値の決定（第52条第
８項）

○

⑿　角地の建ぺい率制限緩和
に係る敷地の指定（第53条
第３項第２号）

○

⒀　建築物の各部分の高さ制
限の適用除外区域の指定
（第56条第１項第２号）

○

⒁　第１種中高層住居専用地
域等における区域の指定及
び数値の決定（第56条第１
項第２号イ、ニ）

○

⒂　前面道路との関係につい
ての建築物の各部分の高さ
制限における区域の指定及
び数値の決定（法別表第３
の５項、備考第３号）

○

⒃　災害があつた場合の発生
区域等の指定（第85条第１
項）

○

５　指定確認検査機関に関する
こと。

27　総合的設計による一団地
の建築物の措置（第86条　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　）

○
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⑴　指定（第６条の２第１項、
第７条の２第１項、第77条
の21第１項、第87条第１項、
第87条の２、第88条第１項、
第２項）

○

⑵　意見の聴取（第77条の18
第３項、第77条の22第３項、
第77条の23第２項）

○

⑶　指定の更新（第77条 の
23）

○

⑷　名称等の変更の届出の処
理（第77条の21第２項、第
３項）

○

⑸　業務区域の増加の認可
（第77条の22第１項、第４
項）

○

⑹　業務区域の減少の届出の
処理（第77条の22第２項、
第４項）

○

⑺　確認検査員の選任及び解
任の届出の受理（第77条の
24第３項）

○

⑻　確認検査員の解任命令
（第77条の24第４項）

○

⑼　確認検査業務規程の認可
（第77条の27第１項）

○

⑽　確認検査業務規程の変更
認可（第77条の27第１項）

　　ア　重要なもの ○

　　イ　軽易なもの ○

⑾　確認検査業務規程の変更
命令（第77条の27第３項）

○

⑿　監督命令 ( 第77条の30) ○

⒀　報告の徴収及び立入検査
（第77条の31第１項、第２
項）

○

⒁　報告（第77条の31第３項） ○

⒂　業務の停止命令等（第77
条の31第４項）

○

⒃　照会及び指示（第77条の
32）

○

⒄　確認検査業務の休止又は
廃止の届出の処理（第77条
の34第１項、第３項）

○

⒅　指定の取消し等（第77条
の35）

○

６　指定構造計算適合性判定機
関に関すること。

⑴　指定（第18条の２第１項、
第77条の35の５第１項）

○

⑵　指定の更新（第77条の35
の６第１項）

○

⑶　名称等の変更の届出の処
理（第77条の35の５第２項、
第３項）

○

⑷　構造計算適合性判定員の
選任及び解任の届出の受理
（第77条の35の７第３項）

○

⑸　構造計算適合性判定員の
解任命令（第77条の35の７
第４項）

○

⑹　構造計算適合性判定業務
規程の認可（第77条の35の
９第１項）

○

⑺　構造計算適合性判定業務
規程の変更認可（第77条の
35の９第１項）

　　ア　重要なもの ○
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　　イ　軽易なもの ○

⑻　構造計算適合性判定業務
規程の変更命令（第77条の
35の９第３項）

○

⑼　監督命令 ( 第77条の35の
11）

○

⑽　報告の徴収及び立入検査
（第77条の35の12第１項）

○

⑾　構造計算適合性判定業務
の休止又は廃止の許可（第
77条の35の13第１項、第３
項）

○

⑿　指定の取消し等（第77条
の35の14）

○

２　 建
築基
準法
施行
令の
施行
に関
する
事務

１　延焼防止上支障ない建築物
の認定（第115条の２第１項
第４号ただし書）

○

２　接する道路を前面道路とみ
なす街区　の指定（第131条
の２第１項）

○

３　計画道路等を前面道路とみ
なす建築物等の認定（第131
条の２第２項、第３項）

○

４　敷地面積の規模に係る区域
の指定（第135条の16第３項）

○

５　道に関する基準に係る認定
（第144条の４第１項第１号
ホ）

○

３　 省
略

４　 建
築物
の耐
震改
修の
促進
に関
する
法律
の施
行に
関す
る事
務

１　県耐震改修促進計画に関す
ること。

⑴　計画の策定 ( 第５条第１
項 )

○

⑵　機構等の長への協議 ( 第
５条第４項、第６項 )

○

⑶　計画の公表及び市町への
写しの送付 ( 第５条第５項、
第６項 )

○

⑷　計画の変更 ( 第５条第６
項 )

　　ア　特に重要なもの ○

　　イ　重要なもの ○

　　ウ　軽易なもの ○

２　特定建築物に関する指示に
従わなかつた旨の公表（第７
条第３項）

○

３　建築物の耐震改修に関する
こと。

⑴　計画の認定及び変更認定
（第８条第１項、第９条第
１項）

○

⑵　改善命令（第11条） ○

⑶　計画の認定の取消し（第
12条）

○

４　特定優良賃貸住宅の入居者
の資格に係る認定の基準の特
例承認（第13条第１項）

○

２　 建
築基
準法
施行
令の
施行
に関
する
事務

１　改良便そう及び水洗便所の
し尿浄化槽の承認（第31条、
第32条）

○

２　学校の木造校舎の構造強度
に対する承認（第48条）

○

３　鉄骨加工工場の認定（第90
条、第92条）

○

４　用途又は構造が特殊な建築
物に設ける昇降機等の承認
（第129条の３）

○

５　　　　　　　前面道路とみ
なす道路等の指定（第131条
の２　　　）

○

３　 省
略

４　 建
築物
の耐
震改
修の
促進
に関
する
法律
の施
行に
関す
る事
務

１　建築物の耐震改修に関する
こと。

⑴　計画の認定及び変更認定
（第５条第１項、第６条第
１項）

○

⑵　改善命令（第８条） ○

⑶　計画の認定の取消し（第
９条）

○
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５　 エ
ネル
ギー
の使
用の
合理
化に
関す
る法
律の
施行
に関
する
事務

１　特定建築物に係る指示に従
わなかつた旨の公表（第75条
第３項）

○

６　 建
築士
法の
施行
に関
する
事務

１　二級建築士又は木造建築士
の免許に関すること。
⑴～⑷　省略

⑸　申請書及び届出書の受理
（第５条の２、第８条の２、
第９条第１項第１号、細則
第４条第１項、第７条第１
項、第８条第１項、第９条
第２項、第３項）

○

⑹　懲戒処分（第10条第１項、
第４項、第５項、細則第12
条）

○

２　二級建築士試験又は木造建
築士試験に関すること。
⑴　試験の実施（第13条、第
15条の15第１項、第２項、
第15条の17第５項、細則第
17条　　　　　　　　）

○

⑵　合格の取消し等（第13条
の２第１項、第３項）

○

３　県指定試験機関に関するこ
と。
⑴～⒄省略

⒅　省略

⒆　省略

⒇　省略

21　受験者の不正行為に対す
る措置の報告の受理（細則
第18条　　　）

○

22　省略

４　省略

５　建築士事務所に関するこ
と。
⑴・⑵　省略

⑶　登録の抹消（第23条の８） ○

⑷　登録簿等の閲覧（第23条
の９）

○

⑸　監督処分（第10条第４項、
第26条第１項、第２項、第
４項）

○

⑹　省略

７　 宅
地建
物取
引業
法の
施行
に関
する
事務

１　宅地建物取引業者の免許に
関すること。
⑴　免許に係る措置（第３条
第１項、第５条第２項、宅
地建物取引業法施行規則
（以下この部において「省
令」という。）第４条の５
　　　）

○

⑵～⑹　省略

⑺　名簿等の閲覧（第10条、
省令第５条の２）

○

５　 エ
ネル
ギー
の使
用の
合理
化に
関す
る法
律の
施行
に関
する
事務

１　建築物に係る指導及び助言
（第15条第１項）

○

２　特定建築物に関すること。

⑴　届出の受理及び指示（第
15条の２第１項、第２項）

○

⑵　公表（第15条の２第３項） ○

３　報告の徴収及び立入検査
（第25条第４項）

○

６　 建
築士
法の
施行
に関
する
事務

１　二級建築士又は木造建築士
の免許に関すること。

⑴～⑷　省略

⑸　申請書及び届出書の受理
（第５条の２第１項、第２項、
第９条　　　　　　　、細則
第４条　　　　、第７条第１
項、第８条第１項、第９条第
１項から第３項まで）

○

⑹　懲戒処分（第10条第１項、
第４項　　　　　、細則第12
条）

○

２　二級建築士試験又は木造建
築士試験に関すること。
⑴　試験の実施（第13条、第
15条の15第１項、第２項、
第15条の17第５項、細則第
17条、第18条第１項）

○

３　県指定試験機関に関するこ
と。
⑴～⒄省略

⒅　身分証明書の交付（第15
条の12第２項、第15条の17
第５項）

○

⒆　省略

⒇　省略

21　省略

22　受験者の不正行為に対す
る措置の報告の受理（細則
第18条第３項）

○

23　省略

４　省略

５　建築士事務所に関するこ
と。
⑴・⑵　省略

⑶　登録の抹消（第23条の７） ○

⑷　登録簿　の閲覧（第23条
の８）

○

⑸　監督処分（　　　　　　
第26条第１項、第２項　　
　　）

○

⑹　省略

７　 宅
地建
物取
引業
法の
施行
に関
する
事務

１　宅地建物取引業者の免許に
関すること。
⑴　免許に係る措置（第３条
第１項、第５条第２項、宅
地建物取引業法施行規則
（以下この部において「省
令」という。）第４条の５
第２項）

○

⑵～⑹　省略

⑺　名簿等の閲覧（第10条　
　　　　　　　　）

○
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⑻～⑽　省略

２　宅地建物取引主任者資格試
験に関すること。

⑴　試験の実施（第16条、第
16条の17第１項、第３項　
　　　　　　、省令第10条
第２項、第11条第１項、第
12条第１項、第13条）

○

⑵・⑶　省略

⑷　合格の取消し等（第17条
第１項、第３項）

○

３・４　省略

５　宅地建物取引主任者証に関
すること。

⑴　交付及び返納の受理等
（第22条の２第１項、第５
項から第８項まで）

○

⑵～⑸　省略

６　営業保証金に関すること。

⑴・⑵　省略 

⑶　保管替え等の届出の受理
（省令第15条の４　　　）

○

⑷～⑻　省略 

７・８　省略

９　監督に関すること。

⑴　指示及び業務の停止命令
（ 第65条、 第70条 第 １ 項、
第３項）

○

⑵　省略

⑶　宅地建物取引主任者の事
務の禁止及び登録の消除
（第68条、第68条の２、第
70条第４項）

○

⑷・⑸　省略

⑹　処分した旨の通知（省令
第27条第２項）

○

８　 積
立式
宅地
建物
販売
業法
の施
行に
関す
る事
務

１　積立式宅地建物販売業者の
許可に関すること。

⑴　許可に係る措置（第３条、
第７条、第８条）

○

⑵　変更の届出及び廃業届の
受理（第10条第１項、第２
項、第11条第１項）

○

⑶　変更の命令（第10条第３
項）

○

⑷　名簿等の閲覧（第13条） ○

２　積立金等保全措置について
の権利の実行に関すること。

⑴　省略 

⑵　保全措置の届出の受理
（第21条第１項）

○

⑶　保全措置の変更の承認
（第23条第２項、第３項）

○

⑷　新たな保全措置の届出の
受理（第24条第１項）

○

⑸　公告及び通知（第29条） ○

⑹　供託書の写しの受理（第
30条第２項）

○

３　監督に関すること。

⑻～⑽　省略

２　宅地建物取引主任者資格試
験に関すること。

⑴　試験の実施（第16条、第
16条の17第１項、第３項、
第17条第１項、省令第10条
第２項、第11条第１項、第
12条第１項、第13条）

○

⑵・⑶　省略

３・４　省略

５　宅地建物取引主任者証に関
すること。

⑴　 交 付　　　　　　　　　
（第22条の２第１項、第５
項　　　　　　　）

○

⑵～⑸　省略

６　営業保証金に関すること。

⑴・⑵　省略

⑶　保管替え等の届出の受理
（省令第15条の４第１項）

○

⑷～⑻　省略

７・８　省略

９　監督に関すること。

⑴　指示及び業務の停止命令
（ 第65条、 第70条 第 １ 項、
第２項）

○

⑵　省略 

⑶　宅地建物取引主任者の事
務の禁止及び登録の消除
（第68条、第68条の２、第
70条第３項）

○

⑷・⑸　省略

⑹　違反容疑の通知（省令第
28条）

○

10　経由書類の進達に関するこ
と。（第４条第１項、第19条
の２、省令第４条の２第２項、
第４条の３第３項、第４条の
４第３項、第４条の５、第５
条の３第３項、第15条の３、
第26条の４の２）

○

８　 積
立式
宅地
建物
販売
業法
の施
行に
関す
る事
務

１　積立式宅地建物販売業者の
許可に関すること。

⑴　許可に係る措置（第３条、
第７条　　　　）

○

２　積立金等保全措置について
の権利の実行に関すること。

⑴　省略 

３　監督に関すること。


